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◆会長に万田 康 氏（福岡県）を再任◆ 

～平成 27年度第１回全国保育協議会協議員総会を開催～ 

 

去る 5 月 15 日（金）、全社協・灘尾ホールにおいて、平成 27 年度第 1 回全国保育協

議会協議員総会が開催されました。開会にあたり、万田康全国保育協議会会長、渋谷

篤男全国社会福祉協議会事務局長から挨拶があり、続いて、朝川知昭厚生労働省雇用

均等・児童家庭局保育課長より、直近の保育の動向を含めたご挨拶をいただきました。 

総会の議案は、【第 1号議案】平成 26年度全国保育協議会事業報告（案）について、

【第 2 号議案】平成 26 年度全国保育協議会会計決算について、【第 3 号議案】全国保

育協議会役員の改選についての審議が行われ、第 1 号議案、第 2 号議案は原案通り承

認されました。 

なお、第 3 号議案は、全国保育協議会役員の任期満了にともなう役員改選であり、

会長には、万田 康 氏（福岡県）が再任されました。 

平成 27・28年度の役員体制は、次ページ＜表 1＞のとおりです。 
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＜表 1＞  全国保育協議会役員一覧（平成 27・28 年度）       (敬称略) 

役職名 都道府県・指定都市 氏 名 施設名 

会 長 福岡県 万田 康 新生第二保育園 

 

 

副会長 

 

(公立保育所等代表） 

(全国保育士会） 

青森県 佐藤秀樹 こどものくに保育園 

川崎市 奥村尚三 すこやか諏訪保育園 

富山県 小島伸也 しんでん保育園 

和歌山県 森田昌伸 紀伊保育園 

(後日選出) 

福岡県 上村初美 砂山保育園 

監査委員   （協議員） 

  （一般会員） 

茨城県 清水敏孝 結城明照保育園 

京都府 伊藤義明 登り保育園 

常任協議員 

  

北海道・東北ブロック 宮城県 平塚幹夫 第二光の子保育園 

関東ブロック 
横浜市 佐野健一 第二しらとり台保育園 

山梨県 廣瀬集一 和泉愛児園 

東海・北陸ブロック 石川県 前田武司 額小鳩保育園 

近畿ブロック 大阪府 森田信司 若江保育園 

中国ブロック 山口県 渡邊正善 東光保育園 

四国ブロック 徳島県 大和忠広 花しんばり保育園 

九州ブロック 大分県 佐藤成己 宮田保育園 

 
公立保育所等委員会 （後日選出） 

全国保育士会 静岡県 村松幹子 たかくさ保育園 

 
全国保育士会 宮城県 尾形由美子 青葉保育園 

全国保育士会 兵庫県 荻原尚子 認定こども園どんぐりの家 

 

◆『権利擁護・虐待防止白書 2015』 好評頒布中◆ 

平成 23(2011)年より、毎年刊行している『権利擁護・虐待防止白書』の 2015年版が

発行されました。 

本書の特集は、「精神障害のある人の権利擁護・虐待防止」で福祉、医療など多様な

社会資源を基盤とし、地域における精神障害のある人の支援

について、その現状と課題を明らかにし、今後の展望を考え

る内容となっており、研究者の論文、現場実践の取り組み報

告等が掲載されています。 

また、関西大学の山縣文治教授が、「子どもの貧困」に関す

る国の取り組みや児童相談所における相談受付件数等のデー

タを基に、児童分野の権利擁護・虐待防止の平成 26(2014)年

度の動向や課題について解説しています。 

注文・問い合わせ先  

全国社会福祉協議会 政策企画部 電話 03-3581-7889 FAX 03-3580-5721 
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◆27年度「子育てと仕事の両立支援に対する助成活動」

のお知らせ◆ 

生命保険協会では、待機児童の解消へ貢献することを目的に、保育所または放課後

児童クラブの受け皿拡大や質の向上の取組みに対して、「子育てと仕事の両立支援に対

する助成活動」を実施しています。 

この事業の助成対象は、保育所設置に関する初期費用、保育対策等促進事業(休日・

夜間・病児等通常の保育に加え、保育所利用者の多様なニーズに対応した環境整備を

行う事業)に必要な設備の整備、備品の購入等に係る費用です。申し込みの締め切りは

6月 30日までとなっています。 

募集要項、助成申請書等の詳細は、生命保険協会ホームページをご覧ください。 

http://www.seiho.or.jp/ 

http://www.seiho.or.jp/

